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はじめに 

 

 2009 年 10 月初旬、ドイツ旅行のため北京首都国際空港からフランクフルト行きの便に

搭乗した。隣に座っていた 20 代半ばの女性と話をしたところ、これからドイツへ留学する

のだと言う。中国の大学を卒業後、2 年間働いてお金を貯めた。そしてそのお金でドイツの

大学の大学院へ留学するらしい。ドイツ語は一切話せないという彼女になぜドイツ留学な

のかを聞いたところ、学費の安さ・英語教育の充実等魅力的な内容が彼女の口から出てき

た。加えて、友人が数人すでにドイツに留学しているので不安はないとのことであった。 

 また、JSPS 外国人特別研究員として日本で研究に従事したことのある中国人研究者のう

ち、数人からドイツへ留学し博士号を取得したが日本や中国と違ってストレスが少なく研

究しやすい環境だったという話を聞いた。 

中国人学生の留学志向は年々上昇しており、それに呼応するように欧米各国は中国人留

学生獲得について本腰を入れている。その中でも日本と同様に英語を母語としない科学技

術立国であるドイツの力の入れ方は目を見張るものがある。そこで、本レポートはドイツ

を中心に欧米各国の中国人留学生獲得政策を日本の現状と対比させながら紹介する。 

 

 

中国人学生の留学 

 

 日本・アメリカ・イギリス・フランス・ドイツ・オーストラリアにおける留学生受入数

及び中国人留学生の受入数を調査した。結果は表 1 のとおりである。 

 

日本 

年度 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2001（H13） 78,812 44,014 55.8 1

2002（H14） 95,550 58,533 61.3 1

2003（H15） 109,508 70,814 64.7 1

2004（H16） 117,302 77,713 66.3 1

2005（H17） 121,812 80,592 66.2 1

2006（H18） 117,927 74,292 63.0 1

2007（H19） 118,498 71,277 60.2 1

2008（H20） 123,829 72,766 58.8 1
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アメリカ 

年 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2000 475,169 50,281 10.6  1

2001 475,168 51,986 10.9  1

2002 582,996 63,211 10.8  2

2003 586,316 92,774 15.8  1

2004 572,509 87,943 15.4  1

2005 590,158 92,370 15.7  1

2006 584,719 93,672 16.0  1

2007 595,874 98,958 16.6  1

 

イギリス 

年 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2000 222,936 6,158 2.8  8

2001 225,722 10,388 4.6  6

2002 227,273 17,483 7.7  2

2003 255,233 30,690 12.0  1

2004 300,056 47,738 15.9  1

2005 318,399 52,677 16.5  1

2006 330,078 50,753 15.4  1

2007 351,470 49,594 14.1  1

 

フランス 

年 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2000 137,085 2,111 1.5  9

2001 147,402 3,068 2.1  8

2002 165,437 5,477 3.3  5

2003 221,567 10,665 4.8  3

2004 237,587 11,514 4.8  3

2005 236,518 14,316 6.1  3

2006 247,510 17,132 6.9  3

2007 246,612 18,836 7.6  3
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ドイツ 

年 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2000 187,033 6,526 3.5  3

2001 199,132 9,109 4.6  3

2002 219,039 14,070 6.4  2

2003 240,619 20,141 8.4  2

2004 260,314 25,284 9.7  2

2005 259,797 27,129 10.4  1

2006 207,994 24,221 11.6  1

2007 206,875 23,791 11.5  1

 

オーストラリア 

年 留学生受入数 
うち中国人留学生

受入数 

留学生全体に占める 

中国人留学生の割合（％） 
出身国別順位

2000 105,764 5,008 4.7  5

2001  データなし データなし データなし データなし

2002 179,619 17,343 9.7  2

2003 188,160 23,448 12.5  1

2004 166,954 28,309 17.0  1

2005 177,034 37,344 21.1  1

2006 184,710 42,008 22.7  1

2007 211,526 50,418 23.8  1

表 1：日本・アメリカ・イギリス・フランス・ドイツ・オーストラリアにおける留学生受入数と中国人留
学生受入数（日本は文部科学白書、その他の国は Campus France の資料より抜粋） 

 

 日本と他国との違いは、日本は中国人留学生が留学生の大半を占めているという点であ

る。どの国においても留学生全体に占める中国人留学生の割合が2000年代前半から高まり、

2007 年にはフランスを除くすべての調査国で中国人留学生がどの国の留学生よりも多くな

っている（フランスはどの年においてもモロッコ人留学生が一番多く、次にアルジェリア

人留学生が多い）。絶対数で言えば日本はアメリカに次ぐ中国人留学生受入国であるが、上

記 5 か国における中国人留学生の増加は看過できるものではない。今後、中国人留学生の

欧米志向が更に高まれば、中国人留学生に依存している日本の留学生数は伸び悩むであろ

う。 
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国家建設高水平大学公派研究生項目 

 

 2009 年 9 月 4 日、本センターが事務局を務める日中高等教育交流連絡会（希平会）にお

いて、中国国家基金管理委員会（CSC）の曹士海氏に上述の国家建設高水平大学公派研究

生項目の 2009 年度結果についてご講演いただいた。本プログラムは 2007 年に始まり、毎

年 5,000 人の優秀な中国人大学院生を海外の大学へ派遣させる制度である。本プログラム

が始まってまだ 3 年しか経っていない上に、受入れ大学は学費を免除しなければならず、

その費用対効果は不明である。しかしながら、本プログラムの学生受入数が日本では 1 つ

の評価基準となっており、旧帝大を中心とする有力大学は学生受入数増加のための対策を

講じている。2009 年度の国別学生受入数は以下のとおりである。 

 

アメリカ 1875 人 

ドイツ 469 人 

英国 362 人 

日本 368 人 

カナダ 313 人 

オーストラリア 295 人 

フランス 225 人 

その他 705 人 

 

 ドイツが堂々の 2 位に入り、日本とは 100 人近くの開きがある。この理由を曹氏に尋ね

たところ、①ドイツの大学が中国の留学生受入れについて積極的であること、②ドイツ・

中国間での留学生相互交換プログラムがあること、③ドイツの大学は英語だけで卒業でき

るプログラムが充実していること、これらの 3 点を挙げた。 

 

 

中国における留学フェアの現状 

 

 近年、中国では世界各国の大学を集める大規模な留学フェアが数多く開催されている。

中国では留学フェアも立派なビジネスであり、説明会の実施元は各大学の参加登録料によ

り収益をあげている。世界各国の大学が留学フェアにおいてどのような活動をしているの

かを把握するため、留学フェアの中で比較的有名な中国国際教育展に参加した。このイベ

ントは JASSO が日本の大学の取りまとめを行っている。そのときの状況は以下のとおりで

ある。 
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実 施 日： 2009 年 10 月 17 日（土）、18 日（日）（北京） 

 2009 年 10 月 24 日（土）、25 日（日）（上海） 

実施場所： 中国国際貿易中心展庁（北京） 

 上海東亜展覧館（上海） 

 

【教育展全体の状況報告】 

 来場した学生の数は想像を絶する程であり、北京・上海ともに初日の開始前は外に長

蛇の列ができていた。 

 欧米の大学の力の入れ方は日本を凌ぐ程であった。アメリカ・イギリス・ドイツ・フ

ランス各国は多くの大学が出展していた上に、British Council・DAAD・Campus France

といった留学支援政府関係機関も人員・資料ともに充実していた。逆にアジア各国は

力なく、日本以外には特に目立った国はなかった。韓国の大学は全く出展していなか

った。 

 本教育展の内容はテレビのニュース番組で取り上げられていたが、報道時間約 2 分の

うち、日本ブースの紹介時間は 10 秒だけであった。しかもインタビューした学生のコ

メントは学費が高いということだけであった。 

 

【主要国の状況報告】 

 アメリカ 

 ブースを訪れた学生は非常に多く、通路は

まともに進める状況ではなかった。各大学の

ブースに目新しい工夫はなかった上に有名

な大学は出展していなかったが、何もしなく

ても学生が寄ってくる状況であった。 

アメリカ上海総領事館の担当者に留学ビ

ザの件を聞いたところ、申請から面接・発給

までが約 3 週間（以前は 2 か月）というスピ

ード化に成功したとのこと。2008 年におけ

る中国人学生へのビザ発給数は約 77900 件

で、前年比 46 パーセント増の高い伸び率を

示している。 

大学、専門学校等の出展数は北京が 60、上海が 38 であった。 

 

 イギリス 

 ブースを訪れた学生はとても多かった。1 年で修士号を取得できることで学費の高さをカ

バーしていた。 

アメリカ大使館のブース 
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 British Council の担当者と話をしたところ、

昨年から中国人留学生向けにスコットラン

ド奨学金というものを提供している。これは

スコットランドの大学へ留学する中国人学

生約 50 人に年間 2000 ポンド支給するとい

うものである。 

ノッティンガム大学とリバプール大学に

中国人留学生受入れ数を聞いたところ、ノッ

ティンガム大学が約 1000 人、リバプール大

学が約 800 人だった。 

大学、専門学校等の出展数は北京が 73、

上海が 45 であった。 

 

 ドイツ 

ブースを訪れた学生はとても多かった。留

学資金の手頃さ（修士課程は半年で 500 ユ

ーロ程度、博士課程は学費不徴収）と英語コ

ースの充実を背景に学生の人気を集めてい

た。 

ドイツ学術交流会（DAAD）の担当者と話

をしたところ、中国科学院（CAS）と DAAD

の間でCAS-DAAD Scholarships programme

があり、CAS の博士課程学生を年間 50 人程

度ドイツへ派遣している。また、本センター

長と同様にドイツの 7 大学が DAAD 北京事

務所内に事務所を設置しているとのこと。 

アーヘン工科大学、ベルリン自由大学及びケルン大学に中国人留学生受入れ数を聞いた

ところ、アーヘン工科大学が約 900 人、ベルリン自由大学が約 800 人、ケルン大学が約 500

人だった。 

大学、専門学校等の出展数は北京が 19、上海が 27 であった。 

 

 フランス 

 ブースを訪れた学生はやや多かった。 

特色として個別相談のブースを設けており、希望する大学の担当者と 20 分間の面談を行

える。Campus France の担当者はその面談だけで奨学金の決定や入学の内定には結びつか

アーヘン工科大学のブース 

British Council のブース 
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ないと言っていたが、優秀な中国人学生を早

いうちからフランス側に引き入れたいとい

う青田買いの方針が見られる。 

中央理工科学校ナント校の中国人留学生

受入れ数を聞いたところ、留学生数約 50 人

のうち 15 人であった。 

大学、専門学校等の出展数は北京、上海と

もに 24 であった。 

 

 

 日本 

 ブースを訪れた学生はやや多かった。日本

の大学は知名度が低いため、地方国立大学の

ブースは「国立」と書いた紙を貼り付けてア

ピールしていた。ただし、早稲田大学は例外

で、中国人も「わせだ」という日本語読みを

知っており、終日学生が絶えない程の人気ぶ

りであった。 

上海の展示会では野外テントで日本留学

に関する説明会が行われていたが、JASSO

日本人職員が通訳なしで説明したためとて

もわかりづらかった。また、日本留学の資料

を説明会会場前方に配置していたため、後方の学生に行き届かなかった。 

なお、早稲田大学の中国人留学生受入れ数は約 1000 人、神戸大学は約 500 人である。 

大学、専門学校等の出展数は北京が 30、上海が 35 であった。 

 

 

DAAD 北京事務所訪問 

 

 上述の中国国際教育展において DAAD 北京事務所のスタッフと交流し、当事務所を訪問

することができた。訪問により得られた情報は以下のとおりである。 

 

日 時： 2009 年 11 月 16 日（月） 

対応者： DAAD 北京事務所  

所長 Mr. Stefan Hase-Bergen 

ドイツ高等教育マーケティング担当 Mr. Josef Goldberger 

個別相談のブース 

早稲田大学のブース 
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【DAAD 全体について】 

 DAAD への出資元は外務省、教育研究省、経

済協力開発省、EU と複数存在する。外務省

の出資額が最も多く、全体の 48％を占める。 

 DAAD の業務は以下の 4 つに分類される。 

1. 外国人学生及び若手研究者への支援 

2. ドイツ人学生及び若手研究者への支援 

3. 大学の国際化 

4. 国外におけるドイツ語の普及 

 中国におけるドイツ語の普及については、ド

イツ語学習センターを北京・重慶・上海・西

安・広州・成都に設置し、約 30 人のドイツ

人講師をドイツから派遣している。 

 DAAD は CSC 及び CAS と共同奨学金事業を実施している。どちらも博士課程学生を

対象としたもので、CSC との共同事業は毎年約 30 人、CAS との共同事業は毎年約 50

人に奨学金を支給している。これらの事業は国家建設高水平大学公派研究生項目にお

ける中国人学生受入数がアメリカに次いで多い（469 人）1 つの要因である。 

 DAAD はロンドン、パリ、ブリュッセル、ワルシャワ、モスクワ、ニューヨーク、リ

オ・デ・ジャネイロ、カイロ、ナイロビ、東京、北京、ハノイ、ジャカルタ、ニュー

デリーの 14 か所に海外事務所を設置している。また、ドイツ留学に関する情報センタ

ーを上海と広州に設置している。 

 

【DAAD 北京事務所及びドイツの大学等の中国事務所について】 

 DAAD北京事務所は 1994年にドイツ大使館と中国教育部副部長との間で覚書を締結し

設立した。事務所登記は行っていないが、労働は許可されているという複雑な状態で

ある。税金は支払っていない。事務所設置に関する中国側のパートナーは教育部の外

郭組織である考試中心（NEEA）。 

 DAAD 北京事務所のスタッフはドイツ人 5 人と中国人 7 人の計 12 名。 

 DAAD 北京事務所は月曜日から金曜日まで午前中にドイツ留学に関する相談業務を行

っている。 

 中国における同窓会組織は 2003年に立ち上げた。データベース上の該当者数は約 6000

人だが、最新の情報ではない人たちも含まれている。該当者の現状把握が困難な上に、

同窓会活動は DAAD から後押ししないと進まないのでその運営に苦戦しているとのこ

と。 

 ドイツの大学又は研究機構の中国事務所は 10 か所存在する。その内の 7 か所は DAAD

北京事務所内に、1 か所は南京大学内、残りの 2 か所はそれぞれ上海と武漢のドイツ系

DAAD 北京事務所所長 
 Mr. Stefan Hase-Bergen 
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企業内に設置されている。 

 DAAD 北京事務所内の大学事務所はアーヘン工科大学、ミュンヘン工科大学、ベルリ

ン自由大学、ノルトライン＝ヴェストファーレン州大学連盟（代表：ケルン大学）、コ

ンスタンツ大学、イェーナ大学、ヴァイマール・フランツ・リスト音楽学院のもので

ある。各大学は個室を提供されている。中

国政府が外国の大学事務所設置に関する

法律を制定していないことから、これらの

大学事務所は正式な認可を受けていない。

そこで、各大学事務所のスタッフは DAAD

北京事務所が雇用しており、その人件費は

各大学の本部から DAAD 本部へ支払われ

ている。また、DAAD 北京事務所はビルの

17 階、大学事務所は 16 階に位置している

が、16 階の表札は「ドイツ学術交流会 ド

イツ大学」という曖昧な表現にしている。 

 

 以上の内容をふまえ、DAAD と JSPS を比較すると以下の表 2 のとおりとなる。 

 

 DAAD  JSPS  

所管省庁等 
外務省、教育研究省、経済協力開発

省、EU など 
文部科学省 

主な業務 

 外国人学生及び若手研究者へ

の支援 

 ドイツ人学生及び若手研究者

への支援 

 大学の国際化 

 国外におけるドイツ語の普及 

 研究助成 

 若手研究者養成 

 学術の国際交流 

 大学改革支援 

海外事務所 

ロンドン、パリ、ブリュッセル、ワ

ルシャワ、モスクワ、ニューヨーク、

リオ・デ・ジャネイロ、カイロ、ナ

イロビ、東京、北京、ハノイ、ジャ

カルタ、ニューデリーの 14 か所 

ロンドン、ボン、ストラスブール、

ストックホルム、ワシントン、サン

フランシスコ、カイロ、ナイロビ、

北京、バンコクの 10 か所 

北京事務所の設置認可機関 考試中心 科学技術部 

北京事務所の人員 ドイツ人 5 人、中国人 7 人 日本人 3 人、中国人 2 人 

北京事務所の主な活動 
 ドイツ留学に関する相談業務 

 奨学金に関する相談業務 

 JSPS 国際交流事業の推進 

 合同大学説明会の運営 

アーヘン工科大学北京事務所 
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 ドイツ語の普及 

 同窓会組織の運営 

 ホームページ・メールマガジン

による情報発信 

 日本の大学の日中共催イベント

の支援 

 ホームページ・メールマガジン

による情報発信 

中国での同窓会組織 2003 年に設立 2010 年設立予定 

各国の大学の中国事務所 
10 か所（うち 7 か所は DAAD 北京

事務所内に設置） 

33 か所（うち 6 か所は JSPS 北京

研究連絡センター内に設置） 

表 2：DAAD と JSPS の比較 

 

 

中国における中外共同設置機構 

 

ここでは中国の大学と外国・地域の大学が共同で設置している大学・学部等（以下「共

同設置機構」という。）について紹介する。この方面で有名なのは寧波ノッティンガム大学

と西交リバプール大学であり、両大学は英国の The University of Nottingham と The 

University of Liverpool が中国の大学と協力し新しく設立したものである。これらを除くほ

とんどの共同設置機構は既存の大学内に共同で学部等を設置するという形態をとっている。 

共同設置機構を設けるためには、中華人民共和国中外合作辧学条例（2003 年 3 月 1 日中

華人民共和国国務院令第 372 号公布、2003 年 9 月 1 日施行）の内容を満たさなければなら

ない。本条例の詳細については補足 1 参照。 

共同設置機構では、英語を中心とした外国語教育の充実・相手側所属大学講師による教

育の充実・ダブルディグリー・相手側所属大学への留学や進学といった制度を売りにして

いる。2009 年 9 月の時点で共同設置機構は以下のとおり 26 校（中国・アメリカ・カナダ

の３国共同設置校はアメリカ・カナダ両国に算定）存在する。日本の大学と中国の大学と

の共同設置機構はまだ存在していない。 

 

英国 5 校 

ドイツ、米国、香港 各 4 校 

フランス 3 校 

オランダ、カナダ 各 2 校 

オーストラリア、台湾、韓国 各 1 校  

  ※各機構の名称等については補足 2 を参照。 

 

注目すべきは英語圏ではないドイツが 4 校、フランスが 3 校も開設していることである。

これは日本の大学にも共同設置機構設立の可能性があることを物語っている。また、北京

航空航天大学中法工程師学院、上海理工大学中英国際学院等は海外側の母体が複数存在し
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連合体を形成しておりとても興味深い。日本の大学も中国の大学と共同設置機構を設ける

と、より多く留学生を受け入れることができるのではないだろうか。 

 

 

日本の大学等の中国における展開 

 

 日本は中国人留学生獲得について何もしていないわけではない。ここで日本の欧米各国

には真似できない地の利を活かした活動について述べる。 

日本の大学等は 2009 年 9 月時点で以下の 33 機関が中国に事務所を設置している。各事

務所は中国人学生への留学相談や同窓会組織の連絡拠点等の活動を行っており、その存在

価値は高い。現在、中国国内での渡日前入試は認められていないが、これが認められるよ

うになれば、日本の大学から多くの試験官や面接官が海を渡り中国で入試を行うことがで

きる。ここで欧米各国と差をつけることができる。 

 

 国公立大学 

北海道大学 東北大学 筑波大学 千葉大学 東京大学 

東京農工大学 東京工業大学 一橋大学 新潟大学 富山大学 

名古屋大学 京都大学 滋賀大学 神戸大学 鳥取大学  

島根大学 広島大学 山口大学 九州大学 熊本大学 

京都府立大学 

 

 私立大学 

桜美林大学 慶應義塾大学 創価大学 帝京大学 早稲田大学 

大東文化大学 愛知大学 立命館大学 福山大学 久留米大学 

 

 研究所 

マルチメディア振興センター国際通信経済研究所 

理化学研究所 

 

 また、本センター主催の合同大学説明会を 2009 年度は図 1 のとおり中国各地で実施して

おり、毎回 20 前後の大学等が参加している。1 大学単独での説明会開催は中国では難しい

ので、この合同説明会の意義は大きい。前述の DAAD 北京事務所からはドイツの大学が一

斉に中国に集まることは簡単にはできないので羨ましいと絶賛された。 
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まとめ 

 

ドイツをはじめとする欧米各国は特色ある制度を打ち出して中国人学生へ積極的にアピ

ールしており、その特色は大学レベルではなく政府レベルで構築されたものである。また、

DAAD は British Council と同じく母語の普及に力を入れており、潜在的な留学生候補者数増

加にも余念がない。 

一方、日本は地の利を活かした活動を行っているとはいえ、中国人学生へアピールする

魅力的な材料が欠けている上に、日本語普及という点では国際交流基金が日本語能力試験

を実施するに留まっている。また、JSPS・JST・国際交流基金等の科学技術・学術・文化

交流関係機関が北京に事務所を設置しているにもかかわらず、協力して中国人留学生獲得

方針を定めるということをしていない。JASSO に至っては中国事務所すら開設していない。

上記の独立行政法人の活動はその所管省庁の方針に左右されるので、省庁間が一丸となっ

て具体的な中国人留学生獲得方針を定めることを期待する。 

 

 

謝辞 

 

最後にインタビューにご協力いただいた DAAD 北京事務所の方々、本レポートにご指

図 1：2009 年度本センター主催合同大学説明会開催状況 
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導・ご助言いただきました福西浩センター長を始めとする日本学術振興会北京研究連絡セ

ンターの方々及び貴重な海外実務研修の機会を与えてくださった日本学術振興会と神戸大

学の方々にこの場を借りてお礼の言葉を申し上げます。 

 

 

参考資料 

 

 『文部科学白書』 

http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/hakusho.htm 

 Campus France International Student Mobility : Key Figures 2009 

http://editions.campusfrance.org/chiffres_cles/brochure_campusfrance_chiffres_cles_n4

_09.pdf 

 DAAD 北京事務所ホームページ 

http://www.daad.org.cn/home.htm 

 中華人民共和国教育部中外合作辧学監管工作信息平台 

http://www.crs.jsj.edu.cn/check_info.php?sortid=2 
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補足 1：中華人民共和国中外合作辧学条例の主要部分抜粋 

 

 共同設置機構に係る中国側と外国側の両母体はともに法人資格を持たなければならな

い。しかし、共同設置機構は法人資格をもたなくてもよい。（第 9 条及び第 11 条） 

 中国側と外国側の両母体は資金、物品、土地使用権、知的財産権並びにその他の財産

を共同設置のために投入できる。知的財産権は各母体の投入総額の 3 分の 1 相当額を

超えてはならない。ただし、国務院教育行政機関等が認めた場合は 3 分の 1 相当額を

超えてもよい。（第 10 条） 

 準備段階の共同設置機構の設置申請には以下の資料が必要である。（第 14 条） 

(1) 中国側と外国側の両母体の名称、共同設置機構の名称、教育目標、学校運営の規

模・構造・形式及び条件、内部管理体制、経費の調達方法及び管理方法、これら

の情報がすべて含まれた申請書 

(2) 期限及び係争時の解決方法が含まれた協定書 

(3) 資産の提供元、資産額、これら情報の証明書及び資産所有権の記載証明書 

(4) 寄贈された資産についての寄贈協議、寄贈者、寄贈額、当該資産の使途及び管理

方法、これらの情報の証明書 

(5) 中国側と外国側の両母体が投入する資金の 15％以上はすぐに用意できるという証

明 

 準備段階の共同設置機構設置を審査する機関は、申請書を受理してから 45 勤務日以内

にその批准の可否を決定する。批准の場合は「籌備設立批准書」を発給し、批准しな

い場合は書面にてその理由を説明する。（第 15 条） 

 準備段階の共同設置機構設置が認められた場合、申請書批准日から 3 年以内に正式な

共同設置機構の設置申請を行わなければならない。3 年を過ぎた場合、準備段階の共同

設置機構設置を再申請しなければならない。なお、準備段階では学生募集は行えない。

（第 16 条） 

 正式な共同設置機構の設置申請には以下の資料が必要である。（第 17 条） 

(1) 正式設立申請書 

(2) 籌備設立批准書 

(3) 準備段階での状況報告書 

(4) 共同設置機構規則、理事会・役員会等の組織名簿 

(5) 共同設置機構の資産が有効である証明書 

(6) 学長等の運営責任者、教員、経理責任者の資格証明書 

 正式な共同設置機構設置を審査する機関は、申請書を受理してから 6 か月以内にその

批准の可否を決定する。批准の場合は中外合作辧学許可証を交付し、批准しない場合

は書面にてその理由を説明する。中外合作辧学許可証は国務院教育行政部門が制定し

た様式に、教育行政部門と労働行政部門がそれぞれ作成したものである。（第 18 条） 
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 法人資格をもつ共同設置機構は理事会又は役員会、法人資格をもたない共同設置機構

は連合管理委員会を設置しなければならない。また、これらの構成員のうち 2 分の 1

以上は中国人でなければならない。（第 21 条） 

 共同設置機構の学長またはそれに準ずる経営責任者は中国国籍を有し、中国国内に定

住していなければならない。（第 25 条） 

 中国語普通話以外の言語による教育を行ってもよいが、普通話と漢字を基本の教育言

語としなければならない。（第 31 条） 

 外国の教育機関、団体又は個人が中国で教育機関を単独設置することはできない。（第

62 条） 

 

 

補足 2：中国における中外共同設置機構の詳細 

 

（1）中国の大学と共同で新しい大学を設置したもの 

 

（2）中国の大学内に共同で学部等を設置したもの 

大学名 相手側母体 中国側母体 市・省 

西交リバプール大学 The University of Liverpool（英国） 西安交通大学 
江蘇省 

蘇州市 

寧波ノッティンガム大学 
The University of Nottingham（英

国） 
浙江万里学院 

浙江省 

寧波市 

北京師範大学－ 

香港浸会大学聯合国際学院 
香港浸会大学（香港） 北京師範大学 

広東省 

珠海市 

長江商学院 李嘉誠（海外）基金会（香港） スワトウ大学 
広東省 

スワトウ市 

学部等名 相手側母体 中国側母体 市・省 

同済大学中徳工程学院 
The University of Applied Sciences 

Esslingen（ドイツ） 
同済大学 上海市 

青島科技大学中德科技学院 University of Paderborn（ドイツ） 青島科技大学 山東省青島市 

山西農業大学中德学院 
Anhalt University of Applied 

Sciences（ドイツ） 
山西農業大学 山西省太原市 

山西財経大学中德学院 

Fachhochschule Fuer Oekonomie 

und Management in Essen（ドイ

ツ） 

山西財経大学 山西省太原市 

上海理工大学中英国際学院  University of Bradford 上海理工大学 上海市 
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 University of Huddersfield 

 Leeds Metropolitan University 

 The University of Leeds 

 Liverpool John Moores 

University 

 The University of Liverpool 

 Manchester Metropolitan 

University 

 University of Manchester 

 University of Salford 

 Sheffield Hallam University 

 University of Sheffield（すべて英

国） 

東北財経大学薩里国際学院 University of Surrey（英国） 東北財経大学 遼寧省大連市 

遼寧大学新華国際商学院 De Montfort University（英国） 遼寧大学 遼寧省瀋陽市 

瀋陽師範大学国際商学院 Fort Hays State University（米国） 瀋陽師範大学 遼寧省瀋陽市 

遼寧師範大学国際商学院 Missouri State University（米国） 遼寧師範大学 遼寧省大連市 

鄭州大学西亜斯国際学院 Fort Hays State University（米国） 鄭州大学 河南省新鄭市 

吉林大学莱姆頓学院 

 Northwood University（米国） 

 Memorial University of 

Newfoundland 

 Lambton College of Applied Arts 

and Technology 

 College of the North Atlantic 

 Cape Breton University（上記 4

校はカナダ） 

吉林大学 吉林省長春市 

北京航空航天大学中法工程

師学院 

 Ecole Centrale de Paris 

 Ecoles Centrale de Lille 

 Ecoles Centrale de Lyon 

 Ecoles Centrale de Nantes（すべ

てフランス） 

北京航空航天大学 北京市 

上海大学中欧工程技術学院 

 University of Technology of 

Belfort –Montbe′liard 

 University of Technology of 

Compiegne 

 University of Technology of 

上海大学 上海市 
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Troyes（すべてフランス） 

中国民航大学中欧航空工程

師学院 

 Ecole Nationale de I ’Aviation 

Civile 

 Ecole Nationale Supérieure 

d’Ingénieurs de Constructions 

Aéronautiques 

 Ecole Nationale Supérieure de 

l’Aéronautique et de I’Espace 

 Ecole Nationale Supérieure de 

Mécanique et d’Aérotechnique 

（すべてフランス） 

中国民航大学 天津市 

東北大学中荷生物医学与信

息工程学院 

Eindhoven University of 

Technology（オランダ） 
東北大学 遼寧省瀋陽市 

重慶工商大学現代国際設計

芸術学院 
FOUNDATION ISEC（オランダ） 重慶工商大学 重慶市 

重慶工商大学国際商学院 香港隆興投資有限公司（香港） 重慶工商大学 重慶市 

重慶大学美視電影学院 
香港美視電力集団（控股）有限公

司（香港） 
重庆大学 重慶市 

遼寧大学亜澳商学院 
Victoria University（オーストラリ

ア） 
遼寧大学 遼寧省瀋陽市 

河北科技師範学院欧美学院 Medicine Hat College（カナダ） 河北科技師範学院 
河北省秦皇島

市 

山東工商学院国際商学院 三南貿易株式会社（韓国） 山東工商学院 山東省青島市 

鄭州大学昇達経貿管理学院 
財団法人台北広興文教基金会（台

湾） 
鄭州大学 河南省新鄭市 


